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に対する比率×100）は、2009年の 34 から 2050 年には 76 に倍増すると予想され
る（金子他、2008）。さらに、日本の高齢者は、勤労者層からの納付金に支えら












もしれない。実際、日本が 1995 年の老年人口指数を維持するには、2050 年まで


























Van Groezen, Leers and Meijdam（2003）は子供に関するこのような外部性をモデ
ル化し、子供を持つことによって与えられる外部便益を内部化するために、子育
てに対する補助金が必要となるころを示している。このような補助金はパレート

































ら 8,624 である。 
 
 
表 1：日本の 1977 年から 2005 年における理想家族数と出生率 
 
  1977  1982  1987  1992  1997  2002  2005 
理想的子供の数 (1)  2.42  2.49  2.51  2.4  2.33  2.31  2.3 
実際の出生率 (2)  1.8  1.77  1.69  1.5  1.39  1.32  1.26 
乖離 (1 -2)  0.62  0.72  0.82  0.9  0.94  0.99  1.04 
出所  国立社会保障・人口問題研究所(2006)   6 
ほとんどの先進国において、実際の出生率は理想出生率を大きく下回っている。
日本では、理想とする子供の数は 2006 年の EUの平均である 2.3 と同様であるが、
出生率と理想出生率数との差が、1977 年から 2005 年の間に着実に広がっている。










































































している。数値は 1989 年から 1999 年の 10 年間の平均である。図にある国の全




















































                                                 
4 等価所得は世帯所得から世帯員の所得を計算するに当たって、世帯の規模の経済を考慮した数
で割った所得のことである。n 人世帯員がいる場合、所得をn でなく n で割る。 
5即ち、各年齢帯について、年齢帯に当てはまる家族構成員がいる家庭を対象とした平均等価所
得を図は示している。   8 
合は、所得再分配後の子供の所得が当初所得よりも高くなる。全般的に、日本の
子供は補助金を受けるよりむしろ税金を払っている家庭に属し、子供の等価所得



































•  託児所の増設に対する資金 
•  妊婦の医療検診に対する補助金の増加 
•  二人以上の子供がいる家庭への手当金（2 歳から 5歳までの子供一人当た
り 3万 6千円） 
しかし、これらは 2008 年度予算に行われる単年度対策である。 
                                                 






に充分立証されている（Holtz, Klerman and Willis、1997）。最近の証拠の例とし


































2007 年に教育が 3番目に上がっているだけである。 
                                                 
7ここでは与党のみ例にあげているが、他の主な政党のマニフェストも同様である。他の政党も
2005年は民営化に焦点がしぼられている。また、上位３位しかここにはないが、少々下位まで
増やしても状況は同じである。   10 
表 2：国政選挙における自民党政治綱領の重要課題 
 
2007 年  年金  公務員改革  教育 
2005 年  民営化  国際競争力  防衛 
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